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 従来、特別講習を受けた者については、更新時講習を受けた者とみなして取り扱ってき

たところであるが、道路交通法の一部を改正する法律(平成 5 年法律第 43 号)により更新

時講習の受講の義務付けが明確化されたことに伴い、特別講習についても、道路交通法施

行令(昭和 35 年政令第 270 号)第 37 条の 6 第 2 号において、特定任意講習としての法令

上の位置付けが明確化されたところである。このため、別添のとおり特定任意講習実施要

領を制定し、平成 7 年 2 月 1 日から実施することとしたので、当該講習が適正かつ円滑

に行われるように努められたい。 

 なお、特別講習(みなす更新時講習)の実施について(昭和 57 年 1 月 5 日岡免一第 32 号

例規)は、廃止する。 

 別添 

 特定任意講習実施要領 

第 1 趣旨 

この要領は、運転免許に係る講習等に関する規則(平成 6 年国家公安委員会規則第 4

号)第 2 条に規定する基準に適合する講習(以下「講習」という。)の実施について、必

要な事項を定めるものとする。 

第 2 講習の対象者 

講習は、次のいずれかに該当するものを対象として行うものとする。 

(1) 公益社団法人岡山県聴覚障害者福祉協会 

(2) 職種、職場、生活環境等に照らし、車両の運転に関してほぼ共通の条件下にある

と認められるもので、申請により交通部運転免許課長(以下「課長」という。)が適

当と認めるもの 

第 3 講習の実施要領 

1 講習の開催条件 

講習は、次の条件に適合する場合に開催するものとする。 

(1) 受講者数がおおむね 50 名以上であること。 

(2) 会場、設備等が講習実施に適するものであること。 



2 講習の開催手続 

講習の開催を要請しようとする団体等(以下「要請団体」という。)の代表者に、開

催予定日の 30 日前までに課長又は要請団体の住所地を管轄する警察署長(以下「所轄

警察署長」という。)を経由して、特定任意講習開催要請書(様式第 1 号)及び特定任意

講習受講者名簿(様式第 2 号)を岡山県公安委員会(以下「公安委員会」という。)に提

出させるものとする。 

3 警察署の事務処理 

(1) 所轄警察署長は、要請団体の代表者から講習の開催要請があった場合には、特定

任意講習開催要請書及び特定任意講習受講者名簿を 2 部提出させ、1 部を当該警察署

において保管するとともに、1 部を速やかに課長へ送付するものとする。 

(2) 所轄警察署長は、課長と協議して、講習に必要な人員を講習会場へ派遣するもの

とする。 

(3) 講習会場に派遣された職員は、受講者の受付、講習手数料の徴収業務、免許証備

考欄への押印(特定任意講習受講済)等講習に関する事務処理に当たるものとする。 

4 講習受講申請書と講習手数料 

受講を希望する者については、特定任意講習受講申請書(様式第 3 号)に必要事項を

記載し、岡山県警察関係手数料徴収条例(平成 12 年岡山県条例第 72 号)に定める手数

料を岡山県収入証紙により納付するよう求めるものとする。 

5 講習の内容 

講習は、別表により実施するものとする。 

6 講習の資料 

講習において配付する資料は、更新時講習と同様の資料又はこれと同等以上のもの

とする。 

7 講習指導員 

講習は、道路交通法(昭和 35 年法律第 105 号。以下「法」という。)第 108 条の 2

第 3 項の規定により公安委員会が更新時講習の実施を委託した者の講習指導員(更新時

講習に関する規程(昭和 47 年岡山県公安委員会規程第 5 号)第 5 条に規定する講習指導

員をいう。以下同じ。)に行わせるものとする。ただし、特別の事情がある場合は、課

長は警察職員を講習指導員に指名することができる。 

8 受講者への教示 

(1) 講習指導員は、講習受講者が 6 月以内に免許証の更新を申請する場合は、道路交

通法施行令(昭和 35 年政令第 270 号)第 37 条の 6 第 2 号の規定により更新時講習を

受ける必要がないことから、免許証の更新申請の際には、講習終了証明書を持参す

る旨を教示するものとする。 

(2) 講習指導員は、講習受講者(特定失効者又は特定取消処分者で、法第 97 条の 2 第

1 項第 3 号ホに掲げる者に限る。)が受講日から 1 年以内に法第 89 条第 1 項の規定



による免許申請書を提出する場合には、法第 108 条の 2 第 1 項第 11 号に規定する講

習を受ける必要がないことを証明するため、免許申請書に講習終了証明書を添付す

る必要がある旨を教示するものとする。 

9 実施結果報告 

講習指導員は、特定任意講習実施結果報告(様式第 4 号)により、講習実施結果を課

長に報告するものとする。 

第 4 文書の保存 

文書の保存は、次のとおりとする。 

文書名 保存所属 保存期間 

特定任意講習開催要請書 運転免許課 1 年 

特定任意講習受講者名簿 運転免許課 1 年 

特定任意講習受講申請書 運転免許課 5 年 

特定任意講習実施結果報告 運転免許課 5 年 

別表 

特定任意講習の講習科目及び時間割り等に関する細目 

講習科

目 

講習細目 講習方法 留意事項 講

習

時

間 

  開講 

 講師の自己

紹介 

 受講者の点

呼 

 講習概要・

日程の説明 

 受講者の心

得の説明 

    10

分

以

上 

1 道路

交通の

現状と

交通事

故の実

態 

(1) 地域に

おける車社会

の実態 

講義 

 教本、視聴覚

教材等 

○ 県内の実態に応じて、交通事故、渋

滞、交通公害、違法駐車、暴走行為等に

ついて重点的に説明する。 

(2) 交通事

故の特徴 

○ 地域における事故多発路線、時間

帯、事故類型、原因等について、事故事

例と併せて説明する。 

2 運転

者の心

構えと

義務 

(1) 安全運

転の心構え 

○ 運転者には、交通ルールを守り、常

に細心の注意を払って、他人に危害を与

えないような速度及び方法で自動車等を

運転しなければならない義務のあること

を指導する。 

10

分

以

上 

(2) シート

ベルト、ヘル

○ シートベルト、ヘルメットの着用に

関し、その必要性及び効果について事例



メットの着用 等を用いて説明し、着用が習慣づけられ

るよう指導する。 

(3) 交通事

故を起こした

加害者の責任 

○ 交通事故を起こしたり違反行為をし

た場合には、当然それに相応する社会的

な非難を受け、責任を問われることを説

明する。 

 加害者の刑事上、民事上、行政上の責

任について、裁判例、点数制度等により

説明して、認識させる。 

(4) 交通事

故を起こした

運転者の義務 

○ 警察官に対する報告義務及び通報要

領並びに事故の再発防止義務について説

明する。 

(5) 負傷者

の救護措置 

○ 救急車が到着するまでの間における

負傷者への応急救護処置等について説明

する。 

3 安全

運転の

知識 

(1) 安全運

転の基礎知識 

○ 受講対象に応じ、DVD 等の視聴覚教

材を活用して、安全運転、運転特性等に

ついての理解を深めさせる。 

40

分

以

上 (2) 最近に

おいて改正が

行われた道路

交通法令の知

識 

○ 受講者の前回の更新後において改正

された道路交通法令のうち、運転者に必

要な事項の要点を説明する。 

(3) 危険予

測と回避方法

等 

○ DVD 等の視聴覚教材を活用し、事故

事例、交差点通行、夜間走行、高速道路

通行等に関する具体的危険場面を示し

て、事故原因となる危険行為、危険予

測、回避方法等について理解させる。 

○ 身近な事故事例の説明を行い、それ

に基づく問題点、なぜ事故が起きたの

か、どうすれば回避できたかなどについ

て、自ら考えさせ意見を出させ討論させ

る。 

4 運転

適性に

ついて

の診断

と指導 

(1) 筆記に

よる診断と指

導 

実技等 

 教本、運転適

性検査器材、運

転シミュレータ

ー、自動車、視

聴覚教材等 

○ 所要の運転適性検査用紙により実施

し、結果に基づいて安全運転の心構えを

指導する。 

60

分

以

上 (2) 運転適

性検査器材の

使用による診

断と指導 

○ 運転適性検査器材により実施し、診

断結果に基づいて安全運転の心構えを指

導する。 

(3) 運転シ

ミュレーター

操作による診

断と指導 

○ 運転シミュレーターを操作させ、交

通事故やその他危険場面等について疑似

体験させ、運転の危険性を診断し、その

結果に基づいて指導を行う。 

(4) 実車に

よる診断と指

導 

○ 実車を運転させ、講習指導員が同乗

して運転行動、事故や違反に結び付く危

険な運転個癖等を診断し、その結果に基



づいて指導を行う。 

講習時間合計 120

分

以

上 

※ 講習科目 4 の細目は、重点を絞り選択して実施すること。 


